再雇用の選定基準に関する労使協定書
○○○○株式会社（以下、「会社」という）と○○○○株式会社社員の過半数を代表する者（以下、「代表者」）は、定年後の再雇用制度の選定基準及び取り扱い方法に関し、次のとおり労使協定を締結する。
（選定基準）
第1条 　定年は就業規則（労働契約書）記載の通り６０歳であるが、定年後も引き続き就労を希望する者のうち、次の各号に掲げる基準のいずれにも該当する者については、１年毎の契約の更新により、満６５歳の誕生日まで再雇用（以下、「再雇用」）するものとする。
（１）定年後も引き続き勤務を希望する者
（２）過去３年間の健康状態が業務遂行に問題がないこと
　　　　　　ただし、会社は必要に応じ会社が指定する医師の診断書を提出させることがある
　　　（３）過去３年間に懲戒処分を受けたことがないこと
　　　（４）過去３年間の出勤率が９０％以上であること
　　　（５）再雇用時において再雇用後の役職・職種及び配置転換等について会社は本人と協議するが会社の決定に合意する者
（６）再雇用後の賃金・退職金・勤務時間・休日休暇等の労働
条件及び役職・職種等の職務内容について、再雇用時に締
結する「労働契約書」に合意する者
（該当者への面談・指導）
第2条 　会社は、定年予定１年前の該当者に口頭又は書面にて通知し、本人の申し出により当人と前条の再雇用について面談・指導を行うものとする。
（再雇用の可否通知）
第3条 　会社は、定年予定日の３ヶ月前までに第１条の再雇用の基準等の事実を本人に開示し、再雇用の可否を本人に通知するものとする。
（再雇用契約）
第4条 　会社は、再雇用を通知した者について、定年予定日の１ヶ月前までに再雇用に係る労働条件等について本人と協議し合意した労働条件に関する「労働契約書（再雇用契約）」を締結する。
（契約更新通知）
第5条 　会社は、更新を希望する再雇用者の契約更新の都度、第１条各号の基準または条件の適合性を確認して本人に開示し、契約更新の有無を契約期間終了の２ヶ月前までに本人に通知するものとする。
（有効期間）
第6条 　本協定書の有効期間は、平成２２年４月１日から平成２４年３月３１日までとする。
（自動更新）
第7条 　前条に規定する有効期間の１ヶ月前までに、会社又は社員代表のいずれからも申し出がないときは、更に１年間有効期間を延長するものとし、以降も同様とする。
本協定書は二通作成し、会社及び代表者がそれぞれ１通を保有するものとする。
平成２２年３月１日
○○○○株式会社　代表取締役　○○○○○○㊞
○○○○株式会社　従業員代表　○○○○○○㊞
